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本書の使い方 

1 本書は平成 25年 3月、文部科学省が策定・公表した「専修学校における学校評価ガイドライン」(以下、「ガイドライン」という。）に示された   

「項目別の自己評価表(例)イメージ」及び「自己評価における評価指標・観点・参考資料一覧表(イメージ案）」などを参考に全体を構成しました。 

  また、評価項目は、特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構(以下「機構」という。）がガイドラインに準拠して制定した「専門学校等 

評価基準書 Ver4.0」を適用しています。 

2 従来の「評価項目別取組状況」に「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成についての自己評価」を加え 

ることにより、ガイドラインに示されている PDCA を活用した自己評価を進めることができるようになっています。 

3 ガイドラインでは、「項目別の自己評価表(例)イメージ」において取組状況を 1から 4の評語を用いて自己評定する様式を例示しています。この 

ことから、本書でも「評価項目別取組状況」の小項目毎に評定欄を加えました。評語の考え方の例は、以下のとおりです。但し、評定については学 

校ごとの考え方により実施しない学校においては評定欄を削除してお使いください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 本書は、学校関係者評価を円滑に進めるために、記述のうち「学校の理念・教育目標」、「年度の重点目標と達成計画」、「年度の重点目標達成に 

ついての自己評価」など部分的にピックアップして評価を行うことができるように構成していますので、学校関係者評価実施においても活用できま 

す。 

5 本書はワード形式で作成しています。学校の考え方により適宜変更して使用してください。ご不明な点につきましては、機構事務局までお問い 

合わせください。                 

         連絡先 03-3373-2914 info@hyouka.or.jp 

 

※評語の意味 

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 

2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要が 

 ある。 

1 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 
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1 学校の理念、教育目標  

 

教 育 理 念 教 育 目 標 

 

 「人間教育」「実践教育」「国際人教育」という 3 つの教育理念とそれによ

り 

 

「学生」「保護者」「社会」の 3 つの信頼の獲得を建学の理念としている。 

 

本校では「心からのおもてなし精神」を育み、社会の要請に応えうる人材 

 

の育成を目的としている。 

 

今後も将来にわたり一貫して、国際化時代に活躍できるスペシャリストの 

 

育成を目指している。 

 

このような理念・目的・育成人材像等を全職員が理解し、意識させるため、 

 

令和３年度事業計画の立案に参加させ、会議等で、周知徹底を図ってきて 

 

いる。 

 

以下の三つを基本的な教育目標とする。 

 

1 人間教育 

    どの業界、どの企業においても嘱望されている人材として必要な、

豊かな人間性そして人格の向上に重点を置いた教育システムにより

人材育成にあたる。 

2 実践教育 

   どの業界、どの企業においても嘱望される人材に必要な、知識と行

動力を備えた人材育成にあたる。 

   その実現のため、企業との連携を図り、企業実習をカリキュラムに

取り入れている。 

3 国際人教育 

   当校の INTERNATIONAL COLLEGE OF の冠名のとおり、日本を 

知り、世界を知る人々の融合の中で国際的センスを養う。 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 
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2 本年度の重点目標と達成計画 

令和５年度重点目標 達成計画・取組方法 

 

・浅草橋校舎から中野新校舎移転の年となる。内部の移転準備、作業 

 のみならず、地域や外部、法令の手続き等も同時並行して行い 

 4 月の授業開講が円滑に進むよう計画的に進める。 

 

・新型コロナウイルス終息を迎え、日本語教育機関での学生数は増加。 

 インバウンドやホテル事業の求人数増加も追い風となる 1年であり、 

 新入生においては入学者の獲得・増加、在校生においては就職内定を 

 強固に実現する。 

 

・教務・就職・学生募集の連携を強化し、少数のスタッフながらも 

 学校運営を引き続き安定的に行い、授業運営と就職内定を実現する。 

 

・「就職に強い学校」というスローガンの継続。更には教育においては 

 目の前の就職だけでなく、学生の 5年後 10年後を見据えた未来像を 

確立し、ホテル経営者やマネージャーを視野に入れたホテル起業、 

経営視点のカリキュラムを展開する。 

 

 

 

＜教務目標＞ 

・指導力ある講師を最適な科目で選定する 

・カリキュラム内容の見直しと健全な授業運営 

・学校行事の再開 

・授業アンケートの分析と授業の魅力を向上させる 

・授業見学による講師チェック体制 

 

 

＜学生募集目標＞ 

・自校パンフレットの内容強化 

・WEB 媒体・SNS による情報発信の強化 

・日本語学校との連携 

・イベントからの出願者数向上 

 

 

＜就職目標＞ 

・就職内定率 100％達成 

・インターシップの拡大・強化 

・学生情報管理の徹底 

・社会人マナーの醸成 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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3 評価項目別取組状況 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

①「人間教育」：挨拶・整理整頓・清潔運動、校内

美化、ボランティア活動の奨励、社会人基礎力の向

上を図っている。留学生に対しての環境下、新しい

日本観を体得するよう指導。 

 

②「実践教育」：「インターシップ」の充実化と実践

的教育の実施。ホテル・その他企業との綿密な連携

を基とし実習の充実化を図る。 

 

③「国際人教育」：新型コロナ禍の終了と昨今の円

安基調の最中、留学生の入国が増えてきており、国

際交流を重視しながら国際化に貢献していきたい。 

 

本校は、今年の 3 月に校舎を移転し、校舎の位置や

建物の大きさ等もだいぶ変わったので、教職員や学

生もまだまだ環境の変化についていけない部分も

見受けられるが、校内の備品管理等含め一つ一つ慣

れていくように改善していきたい。 

 

 

 

 

本年 3 月、校舎を移転。 

 

監督官庁が、台東区から中野区へ変更。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者  鈴木 康之 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1  理 念 ・ 目

的・育成人材像

は、定められてい

るか 

□理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

□理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

□理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

□理念等に応じた課程(学

科）を設置しているか 

□理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

□理念等を学生・保護者・関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜見

直しを行っているか 

 

 

 

4 

 

4 

 

4 

 

 

3 

 

4 

 

 

2 

 

3 

 

4 

 

 

学校の理念を講師と

職員で徹底的に共有し

お互いが親密な関係を

作っていく。 

 

 

日本人学生が少ない

ため保護者等への情報

共有は難しいが、留学生

が卒業した日本語学校

とは、理念の共有化を図

っていく。 

校舎移転のため、地域

に根差した活動が遺族

出来なくなったが他ら

しい場所での理念構築

が十分でない。 

校舎を移転してまだ

半年程度だが、講師・職

員同士が情報共有を密

にし、小さい事でも話し

合える環境つくりを構

築する。 

学則、就業規則 

学校案内 

ホームページ 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関

連する業界等の

人材ニーズに適

合しているか 

□課程(学科)毎に、関連業界

等が求める知識・技術・技

能・人間性等人材要件を明確

にしているか 

□教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

3 

 

 

 

3 

 

インターシップを実

施して、適合を図ってい

る。 

 

関連企業からの協力

を得ている。 

校舎移転によること

で、教室面積や設備面で

の変更など、教育課程に

置いてまだまだ課題が

多い。 

インターシップ先企

業を引き続き開拓・営業

を続ける。 

  

教育課程表 

シラバス 

実習実施要項 

教育課程編成委員

会記録 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き □専任・兼任(非常勤)にかか

わらず、教員採用において、

関連業界等から協力を得て

いるか 

□学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

□教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

3 

 

 

 

3 

 

 

3 

 

専任・非専任教員、

及び講師先生方との協力

体制は充実している。ま

た関連業界等からの連携

や親交は継続しており各

方面で協力を得ている。 

 

一部非営利団体と協力

し教材等の受け入れ。 

校舎移転で通勤距離

が伸びたので、採用に関

しては慎重にしていき

たい。 

教材の開発に向けて、各

業界や講師の方々など

と並行して進めていく。 

シラバス 

1-1-3 理念等の達

成に向け特色あ

る教育活動に取

組んでいるか 

□理念等の達成に向け、特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

□特色ある職業実践教育に

取組んでいるか 

4 

 

 

4 

 

企業実習重視やインタ

ーンシップ、関連業界や

非営利団体等から一部

講師を派遣。 

企業実習はインターン

シップという事情もあ

り、単純作業のみで終わ

ってしまうケースもあ

る 

実習において偏りがち

な職務担当を色々なセ

クションで試せる特色

のあるものとしていく 

シラバス 

 

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた

将来構想を抱い

ているか 

□中期的（3～5 年程度）な

視点で、学校の将来構想を定

めているか 

□学校の将来構想を教職員

に周知してるか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 

2 

 

 

2 

 

2 

 

校舎移転のため、将来

の構想を新たに構築す

る 

校舎を移転しまだ半年

なので、時間がかかりそ

う。 

環境の変化に慣れてい

くしか方法はない。 

シラバス 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

インターシップによる、企業実習を重視したカリキュラム編成を特徴として

いる。さらに、単純作業のみでなく高度なサービス技術を経験できるような

企業実習へ変革していき、関連業界との連携を深め、求められる人材育成に

努めていく。 

本校は、2024 年 3 月に校舎を移転。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 
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基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

日本人の募集は 18 歳人口の減少・大学進学率の 

向上による大学全入時代・競合他校の乱立により、

依然として厳しい状況にある。 

 

一方外国人留学生においては、新型コロナウイルス

の終息により、募集先である日本語教育機関での入

学者が増加し、進学先として当校を検討する留学生

が増加しつつある。 

 

新型コロナウイルスにより日本人・留学生とも僅少

だった時代は終わりを迎え、徐々に平時に戻りつつ

あるものの完全な回復までには時間がかかる模様。 

 

ホテル業界を志望する学生に、現場で即時使える知

識や技術を授け、また目の前の就職だけでなく未来

を見据えた起業教育などで他校との差別化を図り、

入学者の獲得と在校生の就職実現をおこない、学校

の安定運営を図っていきたい。 

 

 

留学生の在籍者数増加や、4 月 7 月 10 月 1 月の４

期の各入学月の学生数も堅実になってきており、 

募集先である日本語学校の先生がたは通常授業う

や事務処理、進学指導に追われ、専門学校との連携

の時間がとりにくくなっている。 

直接の接触だけでなく、電話、電子メール、Zoom、

当校オープンキャンパスへの来校での接触などを

駆使し、各日本語学校の先生方との連携に新しい形

を模索していく。 

 

 

ホテル業界の求人は復活傾向であるものの、 

在校生の動き出しにはばらつきがある。 

ホテル業界への不安をぬぐい切れない者、自分の適

性に迷いを感じるもの、地域を限定して就職を考え

ている者など、それぞれの希望とカラーに合わせた

就職指導およびマッチングが喫緊の課題である。 

 

教育理念に「国際人教育」となるものの、入学者の

国籍に偏りが見られる。 

広く学校を知ってもらうことに加え、口コミや日本

語学校の先生を通じて、より多国籍の生徒に当校を

認知してもらえるように、営業活動やインターネッ

トでの発信に努める。 

 

日本人は入学者なし 

外国人留学生は入学者増加 

 

WEB での学校情報発信の強化 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定

めているか 

□運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 

□運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 

□運営方針を教職員等に周

知しているか 

□運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

4 

 

4 

 

 

4 

 

3 

 

事業計画書を作成し 

運営方針を定めている。 

年度末に事業計画の策

定と発表を行い、周知を

行っている。 

年度初めには前年度の

事業報告を発表.。 

 

目標・運営方針が 

理解度や浸透にばらつ

きがある。 

事業計画を事務局内に

掲示し意識をさせる。 

 

また朝礼や定期的なミ

ーティング、会議等を通

じて、目標と事業方針を 

定期的に確認し浸透さ

せる。 

事業計画書 

事業報告書 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

運営方針と目標を明確にし、文書と発表による周知を行っている。 

目標を定期的に確認・周知徹底している。 

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事

業計画を定めて

いるか 

□中期計画（3～5 年程度）

を定めているか 

□単年度の事業計画を定め

ているか 

□事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

□事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

□事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期、内容

を明確にしているか 

３ 

 

４ 

 

４ 

 

4 

 

３ 

 

中期計画・単年度の事業

計画とも定めている。 

 

 

事業計画に対し進捗を

確認し、適宜見直しを行

っている。 

 

明確化され、軌道修正す

る仕組みを整えている。 

事業計画を定めて対応

をしているが 

 

退学者なし。就職率も保

持。授業や学校生活の満

足度も高く学校運営で

の問題は起こっていな

い。日本人の学生募集は

苦戦。留学生は問い合わ

せが増え、対応に追われ

ている。 

中期計画の周知徹底。 

単年度事業計画の進捗

管理、見直しの実行。 

法人本部から現場への

働きかけと管理・指導。 

 

業務体制と担当業務の

の再構築。 

事業計画書 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

中期計画と単年度計画は明確化され、事業を推進している。 

法人内で見直しをかける仕組みがある。 

  

 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-4 （1/2） 

2-4 運営組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切

に行っているか 

□理事会、評議員会は寄附行

為に基づき適切に開催して

いるか 

□理事会等は必要な審議を
行い、適切に議事録を作成し
ているか 

□寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

理事会、評議員会は適切

に開催されている。 

 

理事会や審議において

は議事録の作成を行い、 

寄付行為は適切に改正

されている。 

適切である。 今後も適切に運営して

いく。 

寄付行為 

理事会議事録 

評議員会議事録 

 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整

備しているか 

□学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

□現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 

□各部署の役割分担、組織目
標等を規程等で明確にして
いるか 

□会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

□会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

□組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 

□規則・規程等は、必要に応
じて適正な手続きを経て改
正しているか 

４ 

 

 

４ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

３ 

理事と校長で毎月会議

を設け連携をとってい

る。 

組織図や業務体制表を

作成し業務分掌を明確

にし、業務にあたってい

る。 

 

 

決済方法も寄付行為に

則っている。 

 

 

 

 

就業規則により、諸規則

は定められている。 

 

 

規則、規定は 

整備されている。 

必要に応じて改善する。 

 

 

寄付行為 

就業規則 

組織図 
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2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

３ 事務職員の意欲、資質向

上を鑑み、組織改革を実

施している。担当業務の

みならず横断的な業務

もできるようにしてい

る。 

各職員の業務知識の底

上げを行い、 

モチベーションにつな

げたい 

適材適所の業務配置、 

評価の方法 

社内研修・面談等 

 

 

 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理事会・評議員会・校長会議は適切に開催されており、寄付行為も適切に定

められている。 

また、就業規則も整備されており、職員の意欲、資質向上への取り組みは、

組織改革、職務分掌の明確化により行っている。 

組織改革、職務分掌の明確化。 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-5 人事・給与制度 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を

整備しているか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか 

□適切な採用広報を行い、必
要な人材を確保しているか 

□給与支給等に関する基

準・規程を整備し、適切に運

用しているか 

□昇任・昇給の基準を規程等
で明確化し、適切に運用して
いるか 

□人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

３ 

 

 

３ 

 

４ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

就業規則を基本とし、 

各分野の諸規則は整備

済みである。 

採用活動については 

公共職業安定所に加え、

WEB 媒体も活用してい

る。 

定期採用を行わず、適宜 

欠員や必要に応じて 

採用しているため、 

うまく採用できない場

合がある。 

 

求人媒体を十分に準備

しても、資質や入社時期

が合致せず採用に至ら

ないケースもある。 

適材適所の配置を行う。 

 

採用する人物を良く見

極め個人の指導業務や

事務処理能力を高めて

いく必要がある。 

 

人事の変更にスピーデ

ィーに対応できるよう

に求人関連の業務も準

備を進めておく。 

就業規則 

賃金規定 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就業規則、賃金規定は整備されているが、定期的な採用を行っていないため、

適正な人材確保ができているとは言えない。 

  

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-6 意思決定システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備し

ているか 

□教務・財務等の事務処理に

おいて、意思決定システムを

整備しているか 

□意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明確

にしているか 

□意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしている

か 

4 

 

 

4 

 

 

３ 

 

理事会、評議員会、 

法人本部、校長会議、 

職員会議等により 

意思決定する。 

 

その他稟議制度も整備

されている。 

 

意思決定システムは 

整備されているが、 

規則・規定等で明確に 

なっていない部分が 

ある。 

 

方針を明確にし、 

意思決定を迅速に行う。 

ミーティングを設け 

事案に対して、速やかに 

意思決定していく。 

寄付行為 

決裁権限 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

意思決定システムは整備されており、直面している諸問題に対し、 

適切に意思決定できている。 

部門別ミーティング、校長会議、職員会議等により、意思決定を速めている。 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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2-7 情報システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図

っているか 

□学生に関する情報管理シ

ステム、業務処理に関する

システムを構築しているか 

□これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提供、

意思決定が行われているか 

□学生指導において、適切
に（学生情報管理）システ
ムを活用しているか 
□データの更新等を適切に
行い、最新の情報を蓄積し
ているか 
□システムのメンテナンス
及びセキュリティー管理を
適切に行っているか 

４ 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

4 

 

学籍管理システム・学

生募集システムを導入

し適切に運用されてい

る。 

職員が情報を共有し、 

不在の場合でも適宜

対応できるような仕組

みづくりができてい

る。 

人手不足や業務量に 

より 

タイムリーに入力作業

をおこなえない場合が

ある。 

優先度の高い情報につ

いては速やかに職員内

で情報を共有し、 

学籍管理システムへの 

入力を手分けして行い 

常に最新情報が記入さ

れるシステム運用に務

める。 

学籍管理システム  

学生募集システム 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学籍管理システムと学生募集に特化したシステムを導入することにより、 

学生の管理を充実させ、業務も効率化していく。 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 



１６ 

 

基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

新型コロナの災禍終わり、学生数が戻ってきたこ

とと、壊滅的な被害を受けたホテル・レストラン業

界もインバウンド需要超過により復活し、企業研修

や就職先の広域化が目立ち需要と供給のバランス

が非常に良い動きを見せてきている。座学と実習を

組み合わせたプログラムによりプロフェッショナ

ル人材の育成を強化していく。 

 

今年から新しい校舎へ移転となり、学生・講師職

員共々慣れない環境下でのスタートとなったが、新

しい校舎や地域の特性を活かし、確実な授業運営を

目指していく。 

 

 

 

新しい校舎での授業運営を時間をかけてスムース

に移行し、外国人留学生の満足いくフォローアップ

に繋げていく。 

 

・入学前志望動機確認 

 ・学生生活のフォロー 

 ・学生面談を定期的に実施 

 ・ 

  

 ・実習受入れ企業開拓 

 ・企業実習スケジュール立案 

 ・実習後の評価のおねがい 

  

 

 ・日本語スキル別クラスの増強（留学生） 

 ・日本社会への適応力強化（留学生） 

 ・職業指導の強化とコンプライアンスの徹底 

  

等、昨年同様の方策として進めていく 

 

本校は、2024 年 3 月に校舎を移転。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 
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3-8 目標の設定 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の

編成方針、実施方

針を定めている

か 

□教育課程の編成方針、実施

方針を文書化するなど明確

に定めているか 

□職業教育に関する方針を

定めているか 

4 

 

4 

 

教育課程編成委員会と

の連携で方針決定。 

 

実習実施計画策定。

  

実現可能な教育課程を

作成。 

 

企業実習の充実化 

オリエンテーションや

ホームルーム活動。 

教育課程表 

 

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた

教育到達レベル

を明確にしてい

るか 

□学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 

□教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 

□資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 

□資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

4 

 

 

4 

 

2 

 

 

 

3 

到達レベルを明示して

いる。 

 

理念を元に作成。 

 

留学生が多いので、資格

取得より、より実践的な

授業を配置。 

 

日本語能力試験を全学

生に受験させるよう指

導。 

学生への仕上がり像理

解促進。 

 

理念の明示。 

 

留学生の日本語系資格。 

 

 

 

日本語能力試験受験の

必須化 

仕上がり像およびカリ

キュラム説明の強化。 

 

構内掲示等、学生への理

念周知徹底。 

必受験科目の受講料徴

収方法。 

 

 

日本語講師との綿密な

る打ち合わせを実施 

実習実施要項 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

各項目の習熟度は把握できている。 

外国人留学生においては、勉学意識をより高めるため、個別指導の徹底と無

理のない私生活をおくれるよう親密な個別指導の徹底。 

本校は、2024 年 3 月に校舎を移転。 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 
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3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教

育課程を編成し

ているか 

□教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

□議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

□授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を

適切に配分しているか 

□授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を

適切に配分しているか 

□修了に係る授業時数、単
位数を明示しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、

適切な授業形態を選択して

いるか 

□授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を

工夫するなど学習指導は充

実しているか 

□職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講

義・演習・実習等を適切に

配分しているか 

4 

 

 

3 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

3 

 

 

3 

 

 

 

4 

 

 

 

3 

 

専門課程の編成にはあ

らゆる規定等に鑑み明

確にし、作成している。 

 

専門・一般科目の配分

や、必修科目と選択科目

の配分を適切に行って

いる。 

授業時数、単位数を時間

割や学則に明示してい

る。 

 

授業の目標に照らし、

留学生に特化した教育

内容提供している。 

 

全講師にシラバス作成 

提出を義務付け、管理

している 

 

授業内容や授業方法は

学生に興味を持ってく

れるよう工夫を凝らし

ている。 

実習等は適切に配分し

ているが、学生への啓蒙

が必要。。 

 

ほとんどが外国人留学

生なので、既定の明確さ

や編成内容をいまいち

把握していない部分が

ある。 

 

一般科目や専門科目お

いて日本語能力が乏し

いめ線引きが上手くい

かないこともある。 

 

実習先企業によって、 

ばらつきがあり、学生の

技術が一本化しない。 

 

 

講師との綿密な打ち合

わせを強化中。 

 

 

留学生が多く、アルバイ

トで疲れているときも

見受けられ、字勉強に身

が入らないこともある。 

 

日本語学習の向上化。 

 

専門科目や一般科目の

線引きを探り、伝達しや

すい日本語を講師職員

共々心がけるよう努力

する 

 

 

 

 

 

教育課程表 
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3-9 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き □職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等

工夫しているか 

□単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

□授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラ

バス）を作成しているかを 

□教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

4 

 

 

3 

 

 

4 

 

 

3 

教材の内容や教科書等

教材は講師職員共々、内

容を吟味し工夫を重ね

ている。 

 

シラバス・授業計画は

各々実施している。 

 

年度初めに改定するの

で、1 年間はしない。 

 

 

新校舎への移転に伴い、

前の環境からの脱却が

第一の課題。 

 

学生の習熟状況が違い、 

シラバスから外れてい

く授業もあり、スケジュ

ール調整が課題。 

 

これには改善方策はな

いので、各々が慣れてい

くしかない。 

 

学生の習熟度により、シ

ラバスを外れた「脱線」

も時には必要とする。 

 

実習実施要項 

実習評価表 

シラバス 

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映してい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生

の意見聴取や評価を行って

いるか 

□教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・

機関等の意見聴取や評価を

行っているか 

□職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

4 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

 

 

 

 

在校生・講師・卒業生・

企業からのアンケート

調査を実施している。 

 

 

実習評価表を企業から

もらっている。 

 

新型コロナで止めてい

た卒業生の特別講座な

ども復活させたい。 

 

在校生の意見が必ずし

も業界のニーズに合わ

ない場合がある。 

 

 

 

 

 

新型コロナで止めてい

た卒業生の特別講座な

ども復活させたい。 

 

アンケート集計方法お

よびヒアリング方法の

検討。 

 

 

 

 

実習評価表 

 

シラバス 

3-9-3 キャリア教

育を実施してい

るか 

□キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等

に関する方針を定めている

か 

□キャリア教育を行うため
の教育内容・教育方法・教
材等について工夫している
か 

 

4 

 

 

 

3 

 

教育課程編成の中で方

針を定めている。 

 

外部講師の授業を実施

するなど工夫している。 

 

教育方法や教材はいろ

いろ工夫をしているが、

留学生の乏しい日本語

が付いていけないケー

スもある。 

 

講師との打ち合わせを

綿密に。 

 

 

 



２０ 

 

3-9 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

2 コロナ禍で止めてい

た、就職先担当者への面

談連絡は再開している。 

卒業生とのつながりを 

強化していく。 

 

コロナ禍終了後、卒業生

との交流を再開させて

いく。 

 

OB 名簿のメンテナンス 

 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 

□授業評価を実施する体制

を整備しているか 

□学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

□授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

□教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

4 

 

4 

 

 

3 

 

 

3 

 

 

 

 

授業見学、 

授業担当者との面談。 

 

アンケートを実施して

おり、集計結果を講師会

で発表している。 

 

アンケート等学生から

の評価結果は、個人的な

好き嫌い等平等でない

ので、授業改善に活用し

ていない。 

アンケート内容の 

確認、検証しフィード

バックする。 

 

先生側にも言い分はあ

り、片一方の意見に偏り

がちである。 

 

 

 

 

学生・講師共、両者の意

見を総合的に分析し、職

員による授業見学や態

度の悪い学生などへの

面談強化。 

 

 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

授業の評価は講師各々の技術もさることながら、学生個人の好き嫌いがどう

しても反映されがちで厳しい先生は嫌われる傾向にあるが、アンケート結果

のみで評価することなく、講師学生共々話し合いを充実化させていきたい。 

本校は、2024 年 3 月に校舎を移転。 

 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２１ 

 

3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1  成 績 評

価・修了認定基準

を明確化し、適切

に運用している

か 

□成績評価の基準について、

学則等に規定するなど明確

にし、かつ、学生等に明示し

ているか 

□成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

など客観性・統一性の確保に

取組んでいるか 

□入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

4 

 

 

 

4 

 

 

 

2 

成績評価は学則に規定

し明示している。 

 

進級、卒業判定会議を実

施して成績評価を行っ

ている。 

 

外国人留学生が多いた

め、入学前の単位認定は

運用していない。 

 

特に課題等はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学則 

学生便覧 

3-10-2  作品及び

技術等の発表に

おける成果を把

握しているか 

□在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 

2 授業内ではなく、特化し

たコンテスト参加はし

ていない。  

 

学内コンテストの実施

も考えていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価の規定や基準については客観性・統一性を確保している。 

また、講義科目にある「ブライダル実習」については、グループを作りテー

マに沿ったコンテストに近い授業を実施している。 

本校は、2024 年 3 月に校舎を移転。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 

 

 

 

 



２２ 

 

3-11 資格・免許取得の指導体制 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけて

いるか 

□取得目標としている資

格・免許の内容・取得の意

義について明確にしている

か 

□資格・免許の取得に関連
する授業科目、特別講座の
開設等について明確にして
いるか 
 
 
 
 
 
 

4 

 

 

 

2 

シラバスで明確にして

いる。留学生が多いので

日本語能力試験は必須

としている。 

 

特別講義は設けていな

い。 

どうしても個人の能力

が出てしまう。 
目標意識を持たせる。 シラバス 

3-11-2 資格・免許

取得の指導体制

はあるか 

□資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備してい

るか 

□不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

4 

 

 

4 

 

できている。 

不合格者、卒後の指導体

制はできている。 

 

 
日本語能力向上への一

層の努力。 

シラバス 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ほとんどが留学生なので、日本語能力試験の受験は必須扱いとし、自分の持

つ資格をワンランクあげることを目標とする。 

 

3-11 （1/1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２３ 

 

 

3-12 教員・教員組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件

を備えた教員を

確保しているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 

□教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 

□教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等との連携し

ているか 

□教員の採用計画・配置計画

を定めているか 

□専任・兼任（非常勤）、年

齢構成、男女比など教員構成

を明示しているか 

□教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 

□教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握している

か 

 

 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

4 

 

 

4 

 

 

 

4 

 

 

 

教員の採用に当たって、

必要な資格、資質、経験

を確認している。 

 

男女比や年齢構成等、

教員一人当たりの授業

数・学生数などは把握し

ている。 

 

明確な採用基準、規定

は定めていない。 

 

 

教員個人の都合による

途中退職・休職が時々あ

る。 

 

 

講師先生方のヨコの繋

がりやリレーションシ

ップを大切にし、後任の

先生を見つけやすくす

る。 

 

履歴書 

職務経歴書 

 

採用情報 

3-12 （1/2） 

 



２４ 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組

みを行っている

か 

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

□教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運用

しているか 

□関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組ん

でいるか 

□教員の研究活動・自己啓発

への支援など教員のキャリ

ア開発を支援しているか 

3 

 

3 

 

 

3 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

教員の評価はしている

が、研修計画、研修制度

は確立されていない。 

 

研修制度の整備 

 

教育課程編成委員会で

整備する。 

 

3-12-3  教員の組

織体制を整備し

ているか 

□分野毎に必要な教員体制

を整備しているか 

□教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明

確に定めているか 

□学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構築

しているか 

□授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組があ

るか 

□専任・兼任（非常勤）教員
間の連携・協力体制を構築し
ているか 

4 

 

3 

 

 

3 

 

 

3 

 

 

3 

 

分野ごとに必要な教員

体制は整備されている

が、教員組織が確立され

ていない。 

 

改善する組織的な部署

や取り組みは考えてい

ない。 

教員組織の整備 教員組織整備  

3-12 （2/2） 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門的知識、技能を持った教員の確保については長期目標してあるが、職員

の人数も限られているため、組織的なとりくみはまだまだ不十分と分析する 

 

教員の資質の明確化、研修体制、組織の整備が必要である。 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２５ 

 

 基準４ 学修成果 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

新型コロナもいよいよ収束し、インバウンドが活況

する最中、本校の主たるホテル・サービス業も元気

に復活し、求人状況もかなり全盛委してくるように

なった。専修学校は就職に強くなければ存在の意義

がないので、これからは益々攻めていけるように挑

戦を続けることが課題である。 

 

対面での営業活動も完全復活し、起業との連携を

益々進めていく体制を構築する。 

 

資格取得については、留学生の日本語能力試験の

N2 を全員に取らせたいが、なかなか難しいため、

合格率の向上にさらに努めていく。 

 

 

 

求人における状況は申し分ない環境であるため、後

は学生の知識と技術の向上を目指し、採用試験の合

格や人事担当者に気に入られるような人物になる

よう指導していけることが改善方策。 

 

 留学生の日本語能力試験合格のビジョンを各自

に啓蒙し、日本語担当の講師と綿密に打ち合わせて

いく事が課題。 

 

  

新校舎移転による環境の変化に対応していく事。 

 

 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２６ 

 

4-13 就職率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られて

いるか 

□就職率に関する目標設定

はあるか 

□学生の就職活動を把握し

ているか 

□専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行うな

ど、就職に関し関連業界等

と連携しているか 

□就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

４ 

 

４ 

 

４ 

 

 

 

４ 

 

 

３ 

昨年度と比較し、求人数

は爆発的に増加している。

特にホテル業界はインバウ

ンドの受け入れ再開に伴う

急激な需要増の影響で募集

が活発化しているため、

LINE 等を活用して迅速に

求人紹介を行っている。 

説明会は適宜実施してい

るが、学生数が少なく興味

を持って応募する企業に偏

りがあるため多くの企業の

説明会実施には至っていな

い。 

 

 

求人票閲覧やその管理が

紙媒体であるため DX 化の

一貫としてデータ化を推進

していく必要がある。 

企業の求める語学力レベ

ルがインバウンド需要等の

影響によりさらに高くなっ

ており、応募条件を満たせ

ない学生達の就職活動鈍化

に繋がってしまっている。 

地方求人も多くあるが、

都心への就職希望者が圧倒

的多数であるため、特定の

企業に応募が集中してしま

う。 

求人票管理システムの導

入やフォーマットの改善、

データ管理方法の最適化を

行う。 

留学生に関しては N1 や

N2 取得率向上を目指し、邦

人学生は TOEIC600 以上

の取得を目指せるよう講師

陣とのさらなる密な連携を

取っていき、応募機会損失

の低減を図っていく。 

地方への関心を広げるべ

く地方就職した卒業生や企

業の方と学生が直接コンタ

クトできる機会を増やして

いく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

求人数はホテル業を中心にコロナに関する規制緩和やインバウンド解禁に伴

い爆発的に増加した。しかし、都心部を中心に高度な英語力や中国語を求め

る傾向があり、学生たちにとって有効求人とはなっていないという現状があ

る。喫緊の課題としては日本語や英語力の強化が挙げられる。 

 

 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 安部 零士 



２７ 

 

4-13 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許

の取得率の向上

が図られている

か 

□資格・免許取得率に関す
る目標設定はあるか 

□特別講座、セミナーの開

講等授業を補完する学習支

援の取組はあるか 

□合格実績、合格率、全国

水準との比較など行ってい

るか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法

の改善を行っているか 

3 

 

2 

 

 

2 

 

 

3 

 

今期はほとんどが外国

人留学生のため、日本

語能力試験の取得率以

外の目標設定は定めて

いない。 

 

 

 

日本語の授業の充実化

と講師との情報共有 

 

クラスの編成や時間割

に特色をもたせる。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

留学生の日本語関連の資格取得は、各々日本での就職や生活において、その

重要性を啓蒙してきている。在学生全員に受験させることを目標としている。 

 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２８ 

 

4-15 （1/1） 

 

 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

□卒業生の就職先の企

業・施設・機関等を訪問す

るなどして卒後の実態を

調査等で把握しているか 

□卒業生のコンテスト参

加における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 

3 

 

 

 

2 

新型コロナで休止して

いた訪問等を再開し

た。 

 

 

把握していない。 

企業訪問はまだまだ不

十分。卒業生と交流不

足 

 

 

 

特に考えていない。  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生とのコミュニケーションを発展させるため、募集に偏りがちな web サ

イトや SNS などをより一層活発化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 9 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



２９ 

 

4-14 （1/1） 

基準５ 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

就職支援は、就職課を中心に行ってきたが、組織

を改編し、就職担当と担任、教務が連携して行って

いる。講師陣との連携も強化し、授業時に判明した

学生個人の課題感や学生達の就職活動状況などを細

やかに共有することで、職員と講師で共通意識を持

って就職支援につなげている。 

中途退学防止については、職員間で情報を共有し、

個別面談の実施等により、未然に防ぐ努力をしてい

る。 

学生相談は専門のカウンセラーは設置していない

が、担任、教務が中心となり、職員全員で適宜行っ

ている。 

保護者との連携に関しては、留学生は保護者が母

国にいることもあり、連携が難しい状況である。卒

業生は就職後の相談や近況報告などを適宜受けてい

る。また、転職相談やリファラル採用の案内なども

卒業生や卒業生が在籍している企業と連携してい

る。 

 

就職、中途退学防止、学生相談については一体と

して考えるものであり、職員それぞれが、学生との

コミュニケーションをとることを心掛けなければな

らない。組織の改編を行い、マンネリを打破してい

く。 

担任による個人面談を年 2 回行っているが、就職

担当において就職等進路に関する面談、教務担当に

おいては、出席不良、成績不良、学費等に関する面

談を随時行っていく。 

  

学生たちとの面談結果や相談内容といったものは

職員同士で情報共有や連携ができるよう専用システ

ム上で管理している。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 安部 零士 



３０ 

 

5-16 就職等進路 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援

組織体制を整備

しているか 

□就職など進路支援のため

の組織体制を整備している

か 

□担任教員と就職部門の連

携など学内における連携体

制を整備しているか 

□学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 

□関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 

□就職説明会等を開催して

いるか 

□履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職指

導に関するセミナー・講座

を開講しているか 

□就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

職員内での連携体制や情

報の共有は随時行っている

が、手作業での追跡作業の

ため情報の更新に時間を要

している。 

企業間との連携に関して

は説明会やインターンシップ

といった形で就職に繋がる取

り組みを随時行っている。 

学生の就職活動状況など

を専任講師だけでなく、全体

で共有し、学校全体で学生

へのアドバイスや指導を強化

している。 

また、学生個人の就職活

動や学校生活等における悩

みや相談毎も担当間で共有

し、LINE なども活用し、適切

なフォローを行えるよう取り組

んでいる。 

ホテル業界は回復傾向に

はあるものの、コロナ禍で

打撃を受けた業界への就職

を目指すこととなるため、

本人や親御様の不安払拭を

行う必要がある。   

留学生の中には N2 未取

得者や日本語能力に課題の

ある者がおり、その学生達

が思うように就職活動を進

めることができないでい

る。 

基本的には N2 を取得さ

せ、技人国ビザでの就職を

目指すが、難しい学生や本

人の強い希望があった場合

は特定技能ビザの進路決定

も視野に入れる必要があ

る。 

各企業とも連携をとり、

授業内や就職指導時に学生

へ今後のホテル業界のビジ

ョンを理解させ、不安感の

払拭に繋げる。 

例年異業界への就職希望

をする学生がいることを考

慮し、異業界企業との関係

づくりや就職対策も強化し

ていく。 

言語能力向上に向けて教

務課とも連携を強化してい

く。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職等進路指導体制は整備されており、担任と就職担当間の連携も取れてい

る。情報共有や説明会も適宜実施している。業界との連携もある程度できて

いるが、昨年度に引き続き今年度も学生数の減少により連携できる企業数が

限られてしまっている。 

 

 

 

 

5-17 （1/1） 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 安部 零士 



３１ 

 

5-17 中途退学への対応 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られて

いるか 

□中途退学の要因、傾向、
各学年における退学者数等
を把握しているか 

□指導経過記録を適切に保

存しているか 

□中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

□退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

４ 

 

 

４ 

 

４ 

 

 

４ 

 

担当者が職員全体に周知

を行っている。 

 

学生の指導記録は、紙媒

体とオンラインで行って

いる。 

 

職員全員で学生に声かえ

かけを行い。定期的に 

学生面談を行っている。 

遅刻や休みが多い学生

の指導が担任だけでは

間に合わない。 

担任のみならず 

担任を持っていない職

員とも連携をし 

学生の指導にあたる。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生の情報共有は職員全体で逐一行い。退学を未然に防ぐよう努力している。  

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 高島 晴花 



３２ 

 

5-18 （1/2） 

 

5-18 学生相談 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を

整備しているか 

□専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

□相談室の設置など相談に

関する環境整備を行ってい

るか 

□学生に対して、相談室の

利用に関する案内を行って

いるか 

□相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

□卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか 

３ 

 

 

１ 

 

 

１ 

 

 

４ 

 

１ 

 

４ 

 

担任や職員で、個別 

面談を行っている。  

 

 

 

 

紙媒体とオンラインで 

保存を行っている。 

 

卒業後気になる学生に

はこちらから連絡を行

っている。また、連絡

があった場合にはきち

んと話しを聞くように

している。 

専任カウンセラーの 

配置を行えていない。 

専任カウンセラーは 

今だいないが、行政が

行っている相談室など

のポスターの掲示や 

案内などは学生に伝え

ている。 

 

 

5-18-2 留学生に

対する相談体制

を整備している

か 

□留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

□留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

□留学生に対し、就職・進

学等卒業後の進路に関する

指導・支援を適切に行って

いるか 

□留学生に関する指導記録
を適切に保存しているか 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

就職・進路担当者を 

設置し、1・2 年生共に

就職の授業を行ってい

る。 

 

紙媒体とオンラインで 

保存を行っている。 

日本語レベルが低い 

学生は職員に相談せず

悩み等隠してしまう 

ケースがある。 

話 し や す い 環 境 を  

作り、こちらからも 

声掛けを行っていく。 

 

 



３３ 

 

 

5-18 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専任のカウンセラーの配置はまだ出来ていないが、行政が行っている相談室

の存在を学生に伝えている。また、今でも定期的に個人面談を行っている。

留学生に関しては、なるべく沢山声掛けを行い私生活の話を聞き、情報把握

に努めている。 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 高島 晴花 



３４ 

 

5-19 学生生活 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対す

る支援体制を整

備しているか 

□学校独自の奨学金制度を
整備しているか 
□大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援
制度を整備しているか 
□学費の減免、分割納付制
度を整備しているか 
□公的支援制度も含めた経
済的支援制度に関する相談
に適切に対応しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について学生・保護者
に十分情報提供しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について実績を把握し
ているか 

４ 

  

３ 

 

４ 

 

３ 

 

 

３ 

 

３ 

 

 

 

 

 

奨学金制度、学費 

サポートプランの 

実施。 

 

減免制度の実施。 

 

希望者には入学前に 

公的支援制度を含め 

た経済的支援制度 

についての資料を 

配布している。 

奨学金制度を利用した

い学生は毎年多数いる

が、申請が難しく一人

で申請を行えない学生

もいる。 

 

学校が作成したマニュ

アルの配布や一人で 

申込が出来ない学生は

学 校 に 呼 び 申 請 の  

サポートを行ってい

る。 

 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体

制を整備してい

るか 

□学校保健計画を定めてい
るか 
□学校医を選任しているか 
□保健室を整備し専門職員
を配置しているか 
□定期健康診断を実施して
記録を保存しているか 
□有所見者の再健診につい
て適切に対応しているか 
 

３ 

 

２ 

２ 

 

４ 

４ 

 

年１回、健康診断を 

実施。 

 

 

 

 

 再健診の学生には 

 必ず声をかけ病院に

行くよう指導してい

る。 

学校医不在の為学生の

健康管理について。 

年 1 回、健康診断を 

行っている医療センタ

ーと連携を取り、学生

の健康状況を把握して

いく。また行政から送

られてくる健康に関す

るポスターなどは掲示

を行っている。 

 

 

健康診断記録 

 

 



３５ 

 

5-19 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き □健康に関する啓発及び教
育を行っているか 
□心身の健康相談に対応す
る専門職員を配置している
か 
□近隣の医療機関との連携
はあるか 

２ 

 

１ 

 

３ 

 

 

 

 

体調不良の学生に関し

ては、近隣の病院の 

紹介。 

   

5-19-3 学生寮の

設置など生活環

境支援体制を整

備しているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 

□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 

□学生寮の数、利用人員、

充足状況は、明確になっ

ているか 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

 

 

学生寮の設置。 

 

 

定期的に寮生と 

面談を行っている。 

 

 

 

寮を専任で管理してく

れる方がいない。 

学生と定期的に面談を

行い。問題がないか、

確認。また、寮に行き

様子を確認する。 

 

学生寮規約 

5-19-4 課外活動

に対する支援体

制を整備してい

るか 

□クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 

□大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 

□大会成績など実績を把

握しているか 

 現在は、クラブ活動等 

行っていない。 

学生から希望があった

場合は、検討していく。 

 

   

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

奨学金に関しては、入学前から相談窓口を設け入学後金銭的な悩みが少なく

なるようサポートしている。学生の健康管理に関しては、専門職員は在籍し

ていないが健康診断を必ず受けさせていることや小まめに学生へ声かけなど

を行い学生の心身の変化に注意を払っている。 

 

                            
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 高島 晴花 



３６ 

 

5-20 （1/1） 

5-20 保護者との連携 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構

築しているか 

□保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか 

□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適

切に保存しているか 

□学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者

と適切に連携しているか 

□緊急時の連絡体制を確保

しているか 

２ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

保護者の連絡先を 

把握。 

 

 

保護者の現在の状況

など最新情報が少な

いように感じる。 

 

学生との面談の際に 

ご家族の状況なども併

せて聞いていく。 

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

出席率の事や学費のことなどの連絡は手紙で保護者に伝えてはいるが、 

学生生活の様子など報告は行っていない為、SNS 等で学校行事の様子などを

発信し学校の雰囲気などを伝えていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 高島 晴花 



３７ 

 

5-21 （1/2） 

5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整

備しているか 

□同窓会を組織し、活動状

況を把握しているか 

□再就職、キャリアアップ

等について卒後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

２ 

 

３ 

 

 

１ 

 

 

１ 

 

 

卒業後の進路調査、 

就職先紹介。 

同窓会の実施が難し

い。 

ＳＮＳ、ホームページ

に学校の近況を投稿し

オンライン上での交流

を多くする。また、留

学生に関しては定期的

に学校から連絡を行っ

ている。 

 

5-21-2 産学連携

による卒業後の

再教育プログラ

ムの開発・実施に

取組んでいるか 

  

□関連業界・職能団体等と

再教育プログラムについて

共同開発等を行っているか 

□学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協

力を行っているか 

２ 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏季・冬季年２回 

インターンシップを 

行っている。 

関連企業との交流をよ

り増加させていく。 

授業で行っているホテ

ル見学や学生の実習先

の企業で交流を深めて

いく。 

 

 

 

5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえ

た教育環境を整

備しているか 

□社会人経験者の入学に際
し、入学前の履修に関する
取扱いを学則等に定め、適
切に認定しているか 
□社会人学生に配慮し、長
期履修制度等を導入してい
るか 
□図書室、実習室等の利用
において、社会人学生に対
し配慮しているか 
□社会人学生等に対し、就
職等進路相談において個別
相談を実施しているか 
 

 

２ 

 

 

 

２ 

 

 

２ 

 

 

３ 

 

 

 

現在社会人学生は 

いないが、在籍 

している場合は、 

個別面談を行って 

いる。 

 

   



３８ 

 

5-21 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

同窓会の実施が難しい為卒業した留学生には定期的に連絡を行い現在の状況

などを聞いている。また、時々学校を訪れてくれる学生に同じクラスだった

子も呼ぶよう話しプチ同窓会を開催している。産学連携に関しては現在授業

内でホテル見学を行っている。また、新しい実習先も広がり卒業後実習先で

の就職が決まっている学生もいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 高島 晴花 



３９ 

 

基準６ 教育環境 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

本年 2 月に中野新校舎が完成し、3 月に移転を完了

した。 

 

中野新校舎においても安全確認、施設維持管理を進

めていく。 

 

授業についてはすべて対面での実施をしており、 

通常通り校舎を使用している。 

 

施設整備に関し予算を組み、計画的に優先順位を 

決めて進めていく。 

 

新校舎の有効活用を進めていく。 

 

事業計画において設備投資計画を策定している。 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



４０ 

 

6-22 （1/2） 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対

応した施設・設

備・教育用具等を

整備しているか 

□施設・設備・機器類等は設

置基準、関係法令に適合し、

かつ、充実しているか 

□図書室、実習室など、学生

の学習支援のための施設を

整備しているか 

□図書室の図書は専門分野

に応じ充実しているか 

□学生の休憩・食事のための

スペースを確保しているか 

□施設・設備のバリアフリー

化に取組んでいるか 

□手洗い設備など学校施設

内の衛生管理を徹底してい

るか 

□卒業生に施設・設備を提供

しているか 

□施設・設備等の日常点検、

定期点検、補修等について適

切に対応しているか 

□施設・設備等の改築・改

修・更新計画を定め、適切に

執行しているか 

3 

 

 

2 

 

 

2 

 

2 

 

4 

 

4 

 

 

2 

 

4 

 

 

4 

 

今年の 3 月にできたば

かりの新築校舎ので設

置基準等は充実。ただ

し、校舎が狭いので図書

室はあるが、書物の内容

は不十分。 

 

学生の休憩室、食事を

するスペースは確保さ

れていない。 

バリアフリーである。 

 

 

 

特に提供していない。 

 

新築物件のためエレベ

ータ保全や防犯・警備、

防災については充実し

ている。 

 

 

 

 

引っ越してきたばかり

なので、改善個所は随時

改めていく。 

事業計画書 

 

 

 

 

 

 



４１ 

 

6-22 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

2024 年 3 月に新校舎を開校。 

設備・防災管理・耐震対策などはすべてクリア済み。 

  

 

 

 
最終更新日付 2024 年 9 月 12 日 記載責任者 鈴木 康之 



４２ 

 

6-23 （1/2） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、

インターンシッ

プ、海外研修等の

実施体制を整備

しているか 

□学外実習等について、意

義や教育課程上の位置づけ

を明確にしているか 

□学外実習等について、実

施要綱・マニュアルを整備

し、適切に運用しているか 

□関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 

□学外実習について、成績

評価基準を明確にしている

か 

□学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・協

議の機会を確保しているか 

□学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 

□学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 

□卒業生・保護者・関連業

界等、また、学生の就職先

に行事の案内をしているか 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

４ 

 

 

４ 

 

長期および短期の実

習を実施しており、実

習先企業との連携も取

れている。 

留学生のインターッ

プにも取り組んでい

る。 

インターシップ受け

入れ企業と方法を変

え、有給実習や、夏季

実習、冬季実習にも取

り組んでいる。 

実習終了後は企業か

らは学生の評価を回収

し、その評価を基に学

生と面談を実施してい

る。 

実習先企業の確保並

びに実習内容の企業に

よる差をなくす。 

地域や企業による給

与体系の差も可能であ

れば公平にしていきた

い。 

留学生インターシッ

プの実施方法、時期、

期間、受け入れ先等を

変えたことによる効果

の分析が課題である。 

留学生の場合は日本

語能力不足により、従

事できる実習内容に一

部制限がかかってしま

う場合があるため、学

生本人の能力向上はも

ちろんのこと、企業の

理解を得る必要があ

る。 

業界団体、企業、官

庁と連携を図り、実習

先の確保、実施方法等

を検討し推進してい

く。 

 

教務課とも連携し、留

学生達の日本語能力を

一定水準まで引き上げ

るための新たな課題実

施などを行っていく。 

実習実施要項 

協定書 

 

 

 

 

 

 



４３ 

 

6-23 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

企業実習は邦人、留学生問わず継続的に実施しており、企業との連携も取

れている。給与や労働時間等を含めた実習内容の充実が課題である。 

 留学生のインターシップに取り組み、実習先、実習方法、時期等を変えた

ことによる効果の分析が課題である。 

  

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 安部 零士 



４４ 

 

6-24 （1/2） 

6-24 防災・安全管理 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

□学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時にお

ける具体的行動のマニュア

ルを整備しているか 

□施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

□防災・消防施設・設備の

整備及び保守点検は法令に

基づき行い、改善が必要な

場合は適切に対応している

か 

□防災（消防）訓練を定期
的に実施し、記録を保存し
ているか 

□備品の固定等転倒防止な

ど安全管理を徹底している

か 

□学生、教職員に防災教

育・研修を行っているか 

2 

 

 

 

4 

 

4 

 

 

 

 

4 

 

 

2 

 

 

2 

 

 

 

避難訓練等は実施して

いるが、引っ越しして

間がないため計画体制

はこれから。 

 

 

新築物件のため、建物

の耐震化や防災管理は

は充実している。 

 

 

 

 

 

特に特殊な転倒防止策

はしていない。 

新しい場所なので、

避難先の場所や、教職

員の防災教育はこれか

らの課題。 

新しい場所なので、避

難先の場所や、教職員

の防災教育はこれから

の課題。 

 

6-24-2 学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

□学校安全計画を策定して

いるか 

□学生の生命と学校財産を

加害者から守るための防犯

体制を整備し、適切に運用

しているか 

□授業中に発生した事故等

に関する対応マニュアルを

作成し、適切に運用してい

るか 

2 

 

3 

 

 

 

2 

 

 

新しい場所なので、安

全管理や事故対応マニ

ュアルの作成はこれか

らの課題。 

新しい場所なので、

安全管理や事故対応マ

ニュアルの作成はこれ

からの課題。 

  

 



４５ 

 

6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き □薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェック
を行うなど適切に対応して
いるか 
□担当教員の明確化など学
外実習等の安全管理体制を
整備しているか 

3 

 

 

 

2 

 

危険物は特にない。 

担当教員は定めてい

ない。 

学外での安全管理体

制は外部にゆだねてい

る。 

危険物を持ち込ませ

ない。 

周知徹底  

 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

2024 年 3 月に新校舎を開校。 

校舎の設備・防災管理・耐震対策などはすべてクリア済みだが、教職員共々

新しい場所で土地勘もなく、学外の安全管理体制は整備されていない。これ

からの課題とする。 

 「6-24 防災・安全管理」の項目は、新校舎移転後の今年上半期の評価と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 鈴木 康之 



４６ 

 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

 日本人は非常に厳しい状況であるものの、外国人

留学生については募集先である日本語教育機関

の入学者がコロナ終息後増加傾向であり、当校へ

の問い合わせも比例し増加傾向である。 

 

 日本人についてはパンフレットやホームページ、 

SNS の充実を図るも、大学全入時代の中、首都圏の

学生の大学進学希望者は増加傾向であり、地方学生

については県内に留める動きが定着し、当校の出願

になかなか結び付かない。日本人在校生のアンケー

トを元にカリキュラムや実習制度を構築するも、大

きな反響にはつながっていない。 

 地方学生のための学生寮を整備するも新入生の

入学にはつながっていない。 

 

 外国人留学生については多くが IT やビジネスへ

の関心が強く、ホテル業界の位置は万全ではない。

在校生からの後押しや口コミ、日本語教育機関の先

生の勧めもあり関心を示す生徒が確保できている。

マーケットが復活傾向のなかでも当校進学希望者

を確保することは依然厳しい状況に変わりはない。 

 

当校 国際ホテル学科の見直し、立て直しを 

行い、より留学生の実務能力・日本語能力の底上げ

につながるカリキュラム編成を行う。 

 

また、「就職に強い学校」「生徒・先生から選ばれる

学校」というイメージを再度徹底し、募集活動に繋

げていく。 

 

コロナ禍では実現できなかった学校行事や課外授

業の再検討を行うと同時に、 

校内の特別授業についても内容を充実させ、頻度を

増やす検討を始め、 

通常授業以外の学びのアプローチを構築する。 

 

新しい授業や学校行事を取り入れることにより、 

PR・発信力が強化され、入学者獲得に努めたい。 

 

また新校舎についても告知を強め、他校に負けない

設備で学びを深められることを示していく。 

 

学科編成について見直し、検討をすすめる。 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 



４７ 

 

7-25 学生募集活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育

機関に対する情

報提供に取組ん

でいるか 

□高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

□高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

□教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成して

いるか 

2 

 

 

1 

 

 

3 

学校内授業や進学説明

会に参加を告知をして

いる。 

高校教員向け説明会は

実施していない。 

学校案内は作成した

が、保護者のみ・教員

向けの冊子は制作して

いない。 

日本人高校生が減少す

る中、高校教員向け・

保護者向けを作成する

労力とコストがかかり

すぎる。 

 

学校法人全体の教育方

針が分かるパンフレッ

トも作成・併用し、教

員・保護者への包括的

な理解に取り組む 

 

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果

的に行っている

か 

□入学時期に照らし、適切

な時期に願書の受付を開始

しているか 

□専修学校団体が行う自主
規制に即した募集活動を行
っているか 
□志願者等からの入学相談
に適切に対応しているか 

□学校案内等において、特

徴ある教育活動、学修成果

等について正確に、分かり

やすく紹介しているか 

□広報活動・学生募集活動
において、情報管理等のチ
ェック体制を整備している
か 

 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

4 

 

 

 

3 

来校型オープンキャン

パス、オンライン説明

会の併用で学生のニー

ズに合わせた情報提供

を行い対応している。 

 

学校案内・募集要項・

学校ホームページを一

新し、分かり易い情報

提供・告知を行ってい

る。 

 

データベースを利用し

て情報管理・細かなフ

ォローを行っている。 

入学希望者が求めてい

る情報を速やかに提供

することを。 

 

入学希望者の学校見学

や個別オンライン説明

の希望時間が重複し、

スケジュール調整が難

航するときがある。 

 

外国人留学生が予約を

したものの来校しない

など、日本の約束を簡

単に考えている節があ

る。 

授業内容、学生の様子

内定情報など、学内の

日常生活などの情報発

信もHPや SNSなどを

通じて定期的に行うこ

とで幅広く周知を広げ

ていく。 

 

来校確認をきめ細かに

行う 

学校案内 

募集要項 

学校ホームページ 

 

 



４８ 

 

7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □体験入学、オープンキャ

ンパスなどの実施におい

て、多くの参加機会の提供

や実施内容の工夫など行っ

ているか 

□志望者の状況に応じて多

様な試験・選考方法を取入

れているか 

4 

 

 

 

 

4 

今年度はオープンキャ

ンパス開催日を月 1 回

とオンライン説明を併

用。タイムリーに情報

収集できる環境を優

先。 

書類・筆記・面接試験

を総合的に審査する。 

開催を周知させ、参加

を促す対策が不十分で

あった。 

 

参加者の日本語力の低

下 

外国籍の在校生をサポ

ートスタッフに迎え、 

母国語の質疑応答も対

応できるようにす 

 

教育機関に対する明確

な試験基準の共有。 

学校案内 

学校ホームページ 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

費用対効果の悪い業者媒体を廃止し、自校ホームページと SNS での情報発信

に注力し、入学確度が高い希望者の接触を図った。 

パンフレットについてはフリーランスのデザイナーのコンペをおこない、 

優秀作品をパンフレットに起用し、良い反響を得ている。 

 

学校法人髙村育英会グループ校として、姉妹校と連携した募集活動を進めて

いき、全国から幅広く認知される学校を目指す。 

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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7-26 （1/2） 

7-26 入学選考 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用して

いるか 

□入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めている

か 

□入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用している

か 

□入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

3 

 

 

4 

 

 

4 

日本人は AO・推薦・一

般の出願区分を設け、

書類・筆記・面接審査

で選考を行う。 

 

留学生は日本語能力・

経費支弁能力・学習意

欲を書類・筆記・面接

審査で厳格に実施。 

日本人は選考応募者が

少ない。 

 

留学生の審査において

は、わかりやすい基準

と徹底した審査が必要

と考える。 

日本人募集活動の見直

し 

 

留学生の学校説明会参

加を促し、当校の教育

方針やカリキュラム、

入学後の学校生活をよ

く理解してから出願を

してもらう。 

 

募集要項 

7-26-2 入学選考

に関する実績を

把握し、授業改善

等に活用してい

るか 

□学科毎の合格率・辞退率

などの現況を示すデータを

蓄積し、適切に管理してい

るか 

□学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の

検討など適切に対応してい

るか 

□学科別応募者数・入学者
数の予測数値を算出してい
るか 
□財務等の計画数値と応募
者数の予測値等との整合性
を図っているか 
 

4 

 

 

 

4 

 

 

 

3 

 

 

3 

入学選考や入学者のデ

ータをデータベースで

管理している。 

 

各教育機関との情報交

換や学生要望に応じ

て、授業体制やカリキ

ュラム改善に役立てて

いる。 

 

説明会接触者数・資料

請求者から入学者見込

みを算出している。 

 

日本人・留学生の学費

関連を教務・財務と連

携共有し整合性を図っ

ている。 

各課担当者間のデータ

照合・共有を徹底し、

一元管理する体制をと

っている。 

 

各教育機関と情報共有

を行う、市場研究も加

え、充実したカリキュ

ラム作成に努める必要

がある。また、入学後

のフォローをきめ細か

く行い、授業方法や内

容に反映させていく必

要もある。 

 

 

学生情報管理システム

を導入し、教務・財務・

学生課における情報共

有・管理体制の整備に

努めているが、データ

入力の正確さ、更新の

徹底に努める必要があ

る。 

 

教務課との連携を強化

し、入学者の動向やニ

ーズ、市場調査を反映

したカリキュラムを構

築する。 

 

 



５０ 

 

7-26 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

留学生の入学選考は、書類・面接・筆記試験と厳格に実施し、結果を伝える。

評価内容を確定させ、本人はもちろん、在籍日本語学校へのフィードバック

を速やかに行うことで、信頼継続を実現し、学生・各教育機関から選ばれる

専門学校を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 



５１ 

 

7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定している

か 

□学納金の算定内容、決定

の過程を明確にしているか 

□学納金の水準を把握して

いるか 

□学納金等徴収する金額は
すべて明示しているか 

4 

 

3 

 

4 

学納金の査定は適切に

行われている。 

 

募集要項に学納金を明

示している。 

学納金の提示や徴収に

誤りがないようにす

る。 

財務・教務と連携し適

切に対処していく。 

募集要項 

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行って

いるか 

□文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対す

る授業料の返還の取扱いに

対して、募集要項等に明示

し、適切に取扱っているか 

4 適切に対処している。 入学辞退の場合の授業

料返還について職員全

員が共通理解をする。 

情報共有に努め迅速に

適切に対処していく。 

募集要項 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金については適正に算定され、適切に取り扱っている。  

 

7-25 （1/2） 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 



５２ 

 

基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

多方面での合理化により、経費の削減が実現し、

財務体質は安定している。 

  

予算の見直しを行い、適切な投資を行い、健全な

学校運営を続けていく。 

 

コロナ禍により学生数が激減した。厳しい状況が

続いていたが、台東区柳橋と蔵前の 2 校舎を売却し

たことにより、財務状況は改善した。学生数の回復

も見られた。 

 

教育環境整備のため、適切な投資を行う。 

 

留学生が増加傾向にあるため、魅力ある学校づく

りが必要である。 

 

3 月に中野新校舎に移転が完了した。 

 

 

 中野新校舎の完成、移転 

 

 台東区柳橋、蔵前の 2 校地・校舎の売却 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５３ 

 

8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長

期的な財務基盤

は安定している

か 

□応募者数・入学者数及び

定員充足率の推移を把握し

ているか 

□収入と支出はバランスが

とれているか 

□貸借対照表の翌年度繰越

収入超過額がマイナスにな

っている場合、それを解消

する計画を立てているか 

□消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナス
となっている場合、その原
因を正確に把握しているか 
□設備投資が過大になって
いないか 
□負債は返還可能の範囲で
妥当な数値となっているか 
 

４ 

 

 

４ 

 

４ 

 

 

 

４ 

 

 

 

４ 

学校、学校法人の中長

期的財務基盤は安定し

ている。 

安定的学生の確保  中期計画を立て、学

校運営改革を進める。 

事業計画書 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る

主要な財務数値

に関する財務分

析を行っている

か 

□最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）に

よる財務分析を行っている

か 

□最近 3 年間の財産目録・

貸借対照表の数値による財

務分析を行っているか 

 

４ 

 

 

 

３ 

 

財務分析を行ってい

る。 

財務分析の問題解消 改革の実行 事業計画書 

 

 



５４ 

 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近 3 年間の設置基準等

に定める負債関係の割合推

移データによる償還計画を

策定しているか 

□キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

□教育研究費比率、人件費

比率の数値は適切な数値に

なっているか 

□コスト管理を適切に行っ

ているか 

□収支の状況について自己

評価しているか 

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を

策定しているか 

４ 

 

 

 

３ 

 

３ 

 

 

３ 

 

３ 

 

３ 

今後の財務改善計画

を策定している。 

財務改善計画の実施 改革の実行 事業計画書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

中長期的財務基盤は安定している。業務の合理化、経費削減により、財務

状況は改善した。さらなる改善を進めていく。 

  

 

新校舎への移転完了 

台東区の 2 校地・校舎の売却 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５５ 

 

8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定

しているか 

□予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計画

等と整合性を図っているか 

□予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

４ 

 

 

３ 

事業計画に沿った予

算編成を行っている。 

財務状況の改善 改革を進める。 事業計画書 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を

行っているか 

□予算の執行計画を策定し

ているか 

□予算と決算に大きな乖離

を生じていないか 

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行っ

ているか 

□予算規程、経理規程を整
備しているか 
□予算執行にあたってチェ
ック体制を整備するなど誤
りのない適切な会計処理行
っているか 

４ 

 

３ 

 

３ 

 

 

３ 

 

３ 

 

予算、計画に基づき、

適正に執行されてい

る。 

財務状況の改善 改革を進める。 事業計画書 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算は計画に基づき編成され、適正に執行されている。学生数はコロナ禍

の影響により減少した。 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５６ 

 

8-30 （1/1） 

8-30 監査 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為

に基づき、適切に

監査を実施して

いるか 

□私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実
施しているか 
□監査報告書を作成し理事
会等で報告しているか 
□監事の監査に加えて、監
査法人による外部監査を実
施しているか 
□監査時における改善意見
について記録し、適切に対
応しているか 

４ 

 

 

４ 

 

１ 

 

４ 

適切に監査を行って

いる。 

特になし 適切な監査を続けてい

く。 

監査報告書 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

適切な監査を行っており、これを続けていく。  

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５７ 

 

8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務

公開体制を整備

し、適切に運用し

ているか 

□財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 

□公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を

作成しているか 

□財務公開の実績を記録し

ているか 

□公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積極

的な公開に取組んでいるか 

４ 

 

４ 

 

 

４ 

 

４ 

ホームページに掲載

し公開している。 

特になし 特になし 財務諸表 

ホームページ 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ホームページにも載して公開している。  

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５８ 

 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

関係法令、専修学校設置基準の遵守は最優先で行

っており、今後も続けていく。 

また、個人情報の管理も適正に行っている。 

自己点検・自己評価の体制は整っており、年度ご

とに実施している。 

 

 

個人情報の保護管理、情報漏洩対策を徹底させて

いく。 

自己評価の精度を向上させていく。 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



５９ 

 

9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

 

小項目。 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準

等を遵守し、適正

な学校運営を行

っているか 

□関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行う

とともに、必要な諸届等適

切に行っているか 

□学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用しているか 

□セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止のた

めの方針を明確化し、防止

のための対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 

□教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する相

談受付窓口を設置している

か 

□教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教育

を行っているか 

４ 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

３ 

法令、専修学校設置基

準を遵守し、就業規則

に基づき、適正に学校

運営を行っている。 

コンプライアンス意

識の徹底 

研究、研修を行ってい

く 

就業規則 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

関係法令、専修学校設置基準を遵守し、就業規則に基づき、適正に学校運営

を行っている。 

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



６０ 

 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 対策を実施している。 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報

保護に関する対

策を実施してい

るか 

□個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切

に運用しているか 

□大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運

用しているか 

□学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏え

い等の防止策を講じている

か 

□学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教育

を実施しているか 

３ 

 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

 

 

３ 

個人情報保護の対策を

実施している。 

学籍管理システムによ

り情報漏洩対策を強化

している。 

 情報漏洩対策が完全

とは言えない。 

教職員の意識の啓蒙を

行っていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学籍管理システムにより、個人情報保護の対策を講じているが、完全とは

言えない。教職員への指導を徹底していく。 

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



６１ 

 

9-34 （1/2） 

9-34 学校評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整

備し、評価を行っ

ているか 

□実施に関し、学則及び規
程等を整備し実施している
か 

□実施に係る組織体制を整

備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

□評価結果に基づき、学校

改善に取組んでいるか 

３ 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

自己評価体制を整備

し、実施している。 

適正な評価 

評価結果の活用 

評価の活用を進めてい

く。 

自己評価報告書 

9-34-2 自己評価

結果を公表して

いるか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

４ 

 

４ 

報告書にまとめてい

る。 

ホームページでの公

開している。 

評価の精度 精度向上に努力して

いく 

自己評価報告書 

9-34-3 学校関係

者評価の実施体

制を整備し評価

を行っているか 

□実施に関し、学則及び規

程等を整備し実施している

か 

□実施に際して組織体制を

整備し、実施しているか 

□設置課程・学科に関連業

界等から委員を適切に選任

しているか 

□評価結果に基づく学校改
善に取組んでいるか 

１ 

 

 

３ 

 

３ 

 

 

３ 

学校関係者評価はコ

ロナ禍により取りやめ

た。 

。   

9-34-4 学校関係

者評価結果を公

表しているか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

１ 

 

４ 

 

    

 

 



６２ 

 

9-34 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

自己評価の体制は整備され、報告書にまとめており、ホームページで公開

している。 

 

学校関係者評価は、コロナ禍等の事情により、実施しないこととした。 

  

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



６３ 

 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公

開を積極的に行

っているか 

□学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極的

に公開しているか 

□学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するため

の方法で公開しているか 

４ 

 

 

３ 

 

学校概要、教育内容は

ホームぺージに公開し

ている。 

公開内容の検討 ホームページの更新 ホームページ 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校情報をホームページに公開している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 谷口 久光 



６４ 

 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

高等学校からの出前授業の依頼はないが、 

日本語学校からの職業理解の出枚授業の依頼は

コロナ後復活傾向にある。 

日本語学校の教諭が業界理解を促したいとのこ

とで業者を通じてではなく先生から直接依頼を

頂くこともある。 

 

ホテル研修生の受け入れは復活したものの、 

入学者僅少のため、希望者も少ない。 

 

地域行事においても、以前は当校の外国人留学生

による通訳ボランティアによる地域連携が 

あったが、コロナ以降その取り組み自体も衰退し 

サークルも解散し、地域から声がかかることも皆

無となった。 

中野に移転後また地域との連携を模索必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会貢献・地域貢献・ボランティア活動は提携先な

ない事にはスタートできない。 

 

新型コロナウイルス終息に合わせて、 

各主催団体と社会貢献・地域貢献のために 

求められるものを再度制度設計する必要がある。 

 

地域・企業との連携を深め、貢献していく学校にし

ていく必要がある。 

国際力の強化のため、留学生の受け入れは、引き続

き積極的に行っていく。 

 

中野エリアでの活動や町会、行事などをリサーチし

た上で、地域連携や国際協力を視野に当校でできる

事を確認していく。 

 

 
最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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10-36 （1/2） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用し

た社会貢献・地域

貢献を行ってい

るか 

□産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか 

□企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか 

□国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

□学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか 

□高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか 

□環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか 

□学生・教職員に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための教育、研修

に取組んでいるか 

２ 

 

 

２ 

 

 

１ 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

１ 

 

 

２ 

新型コロナウイルス終

息に兆しがあるものの、 

各種イベントについて 

確認はしているものの 

連携や協力までには至

っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習講座は開設し

ていない。 

 

 

授業で取り上げるのと

と同時に職員との情報

共有でも取り上げ、協議

している。 

産官学の連携について

学内での情報共有と 

各企業や地域との改め

て連携を強化する認

知・行動が必要。 

 

中野エリアについては 

リサーチが十分とは言

えないため、近所への挨

拶や町会行事の確認な

どから進めていきたい。 

産官学の連携に積極的

に参加する。 

 



６６ 

 

10-36 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいる

か  

□海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

□海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を行

っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実施

など交流を行っているか 

□留学生の受入れのため、学
修成果、教育目標を明確化
し、体系的な教育課程の編成
に取組んでいるか 

□海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際水

準の教育力の確保に向け取

組んでいるか 

□留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につい

て国内外に積極的に情報発

信を行っているか 

２ 

 

 

１ 

 

 

２ 

 

 

３ 

 

 

 

２ 

 

 

 

３ 

 

留学生の受け入れを積

極的に行っており、国際

交流を進めている。 

 

 

 

海外の教育機関との連

携は取れていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人留学生に対応し

たカリキュラム策定を

行っている。 

留学生の国籍の変化 

海外の教育機関との連

携方法 

ニーズの変化 

 

外国人留学生の日本語

能力、日本人の考え方の

理解促進 

日本語能力の向上、ニー

ズへの対応を進めてい

く。 

国内他校と連携して、が

海外教育機関との連携

を図る。 

 

職業教育に加え、和のお

もてなしや敬語、発音強

化の授業も取り入れて

いる。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 

留学生の積極的受け入れにより、国際交流を進めていく。 

 

 

 最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボ

ランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行

っているか 

□ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 

□活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 

□ボランティアの活動実

績を把握しているか 

□ボランティアの活動実

績を評価しているか 

□ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

１ 

 

１ 

 

１ 

 

 

 

 

ボランティアの募集や

実績の管理などはおこ

なっていたが、 

コロナ終息後もボラン

ティア活動はできずに

いる。団体からのニー

ズもなく、当校希望者

も僅少。 

ボランティア活動の検

討・再開 

地域との連携  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

コロナ禍によりボランティア活動はできなくなった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 2024 年 6 月 1 日 記載責任者 西端 茂和 
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4 令和５年度重点目標達成についての自己評価 

令和４年度重点目標 達成状況 今後の課題 

 

＜教務＞ 

・健全な授業運営とキャンパスライフの 

提供 

・学生の職業スキルと日本語能力の向上 

・各部署との連携 

・カリキュラムの刷新と講師選定 

・学校行事見直し 

 

 

＜学生募集＞ 

〈日本人〉入学者数の確保。 

〈留学生〉入学者数の増加、質の向上。 

 

 

 

 

＜就職＞ 

〈就職〉就職率 100％。 

 

 

＜教務＞ 

・授業アンケートと授業見学を実施し 

 カリキュラムと講師は順調に推移 

・学生・保護者からのクレームもなく 

 安心できる学校運営を達成 

 

 

＜学生募集＞ 

・日本人入学者なし。 

・留学生は 60 名弱の入学。 

・入学選考により質は担保した。 

 

＜就職＞ 

・日本人は全員決定した。 

・留学生については例年 90％台を保持 

 求人は復活傾向であるが 

 都心を希望する学生とのマッチングに 

 苦慮。 

 

＜教務＞ 

・講師の指導力向上 

・授業のバリエーション・リニューアル 

・学校行事・課外活動の復活 

引き続き安心安全な学習環境を提供していく 

 

 

＜学生募集＞ 

・新校舎の PR と学校の魅力度を上げ 

・認知は広がったが、浅草橋校舎時代の 

 ツールは一部使用できない者もあるため 

 募集活動の仕切り直し 

 

 

＜就職＞ 

・就職に直結したカリキュラム作成。 

・求人獲得のため企業への働きかけ・訪問を 

 実施し連携を強化する。 

・インターシップの活用と就職先レベルの 

向上。 

・就職内定獲得できるマナーや日本語を 

 指導する。 

 


